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第４章 総量削減計画（対策地域内の計画）  
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第１節 計画策定の趣旨及び対策地域の範囲 

１ 計画策定の趣旨 

「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関す 

る特別措置法」（平成４年法律第７０号。以下「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」という。）に基づき指定

された窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域において、自動車排出窒素酸化物及び自動車

排出粒子状物質の総量を削減するための各種対策を総合的に推進していくために、自動車ＮＯ

ｘ・ＰＭ法第７条第１項及び第９条第１項の規定により策定するものです。 

 

２ 対策地域の範囲（自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第６条及び第８条に基づく指定） 

 総量削減計画を策定する地域は、愛知県の区域（平成１３年１１月１日現在の行政区画）のう

ち、名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、豊川市、津島市、碧南市、

刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、尾西市、小牧市、稲沢市、

東海市、大府市、知多市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊明市、日進市、愛知郡（東郷

町、長久手町）、西春日井郡（西枇杷島町、豊山町、師勝町、西春町、春日町、清洲町、新川町）、

丹羽郡（大口町、扶桑町）、葉栗郡（木曽川町）、中島郡平和町、海部郡七宝町、美和町、甚目寺

町、大治町、蟹江町、十四山村、飛島村、弥富町、佐屋町、佐織町、知多郡阿久比町、東浦町、

武豊町、額田郡幸田町、西加茂郡三好町、宝飯郡音羽町、小坂井町、御津町の区域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法 

対策地域（平成 13 年 11 

月１日現在の行政区画） 
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第２節 計画の目標及び計画達成の期間 

１ 窒素酸化物 

  窒素酸化物対策地域における事業活動その他の人の活動に伴って発生し、大気中に排出され

る窒素酸化物の総量を削減させることにより、対策地域における二酸化窒素に係る大気環境基

準を平成３３年３月３１日までに確保することを目途として、対策地域の自動車排出窒素酸化

物の総量を削減させることを目標とします。 

  なお、平成２８年３月３１日までに、すべての監視測定局における二酸化窒素に係る大気環

境基準を達成することを目途として、対策地域の自動車排出窒素酸化物の総量を削減させるこ

とを中間目標とします。 

 

２ 粒子状物質 

  粒子状物質対策地域における事業活動その他の人の活動に伴って発生し、大気中に排出され

る粒子状物質の総量を削減させることにより、対策地域における浮遊粒子状物質に係る大気環

境基準を平成３３年３月３１日までに達成することを目途として、対策地域の自動車排出粒子

状物質の総量を削減させることを目標とします。 

  なお、平成２８年３月３１日までに、すべての監視測定局における浮遊粒子状物質に係る大

気環境基準を達成することを目途として、対策地域の自動車排出粒子状物質の総量を削減させ

ることを中間目標とします。 

 

※大気環境基準 

   ・二酸化窒素   １時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下であるこ 

と。 

   ・浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が 0.10mg/m3 以下であり、かつ、１時間値が 0.20mg/m3 以下であ

ること。 
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第３節 対策地域の現状 

１ 窒素酸化物及び粒子状物質排出の状況 

窒素酸化物の発生源としては、自動車からの排出量が総排出量の約３５％を、自動車の車種別 

排出状況を見ますと、普通貨物自動車の排出量が自動車全体の約６０％を占めています。（図４－

３－１） 

 また、粒子状物質については、直接、自動車等の発生源から粒子状物質として排出される一次

粒子と発生源から排出されたガス状物質が反応して二次的に粒子状物質が生成される二次生成粒

子があります。一次粒子の内訳としては、自動車からの排出量（タイヤ及びブレーキの磨耗、自

動車排出ガス）が約２２％を占めています。自動車排出ガスのうち、普通貨物自動車の排出量が

全体の約７０％を占めています。（図４－３－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注 1)１、２号総量は、法第７条第２項１号、２号にそれぞれ規定される量を表す。 
(注 2)四捨五入の関係で内訳の計と合計が合わない場合がある。 
 

図４－３－１ 窒素酸化物排出量（平成２１年度） 
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(注 1)１、２号総量は、法第９条第２項１号、２号にそれぞれ規定される量を表す。 
(注 2)四捨五入の関係で内訳の計と合計が合わない場合がある。 
 

図４－３－２ 粒子状物質排出量（平成２１年度） 

 

 

２ 二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の状況 

平成２１年度の一般環境大気測定局、自動車排出ガス測定局における二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質の測定結果は以下のとおりです。また、平成１４年度から平成２３年度までの測定結果（表

４－３－１、表４－３－２、図４－３－３（１）～（４））は、概ね減少傾向で推移している状況

にあります。 

 

 １ 一般環境大気測定局 

   対策地域内に設置された一般環境大気測定局における二酸化窒素濃度測定結果については、

日平均値の年間９８％値では 0.032ppm、年平均値では 0.015ppm であり、64 測定局のすべて

で環境基準が達成されている状況にあります。 

   また、浮遊粒子状物質濃度測定結果については、日平均値の年間２％除外値では、

0.052mg/m3、年平均値では 0.024mg/m3 であり、63 測定局のすべてで環境基準が達成されてい

る状況にあります。 

 

 ２ 自動車排出ガス測定局 

   対策地域内に設置された自動車排出ガス測定局における二酸化窒素濃度測定結果について

は、日平均値の年間９８％値では、0.043ppm、年平均値では 0.024ppm であり、28 測定局中

25 測定局で環境基準が達成されている状況にあります。 
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   また、浮遊粒子状物質濃度測定結果については、日平均値の年間２％除外値では、

0.054mg/m3、年平均値では 0.026mg/m3 であり、28 測定局のすべてで環境基準が達成されてい

る状況にあります。 

 

表４－３－１ 二酸化窒素濃度の推移              （単位:ppm） 

     年度 

 
H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

一般環境 

大気測定局 

98%値 0.042 0.041 0.040 0.040 0.037 0.035 0.033 0.032 0.030 0.030

年平均値 0.022 0.022 0.021 0.021 0.020 0.018 0.016 0.015 0.014 0.014

自動車排出 

ガス測定局 

98%値 0.054 0.052 0.050 0.050 0.049 0.047 0.044 0.043 0.041 0.039

年平均値 0.033 0.032 0.030 0.030 0.030 0.027 0.025 0.024 0.023 0.022

 

表４－３－２ 浮遊粒子状物質濃度の推移            （単位:mg/m3） 

     年度 

 
H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

一般環境 

大気測定局 

2%除外値 0.083 0.077 0.068 0.076 0.072 0.072 0.058 0.052 0.054 0.051

年平均値 0.036 0.036 0.032 0.034 0.032 0.029 0.026 0.024 0.022 0.022

自動車排出 

ガス測定局 

2%除外値 0.089 0.081 0.075 0.078 0.075 0.077 0.061 0.054 0.060 0.052

年平均値 0.042 0.040 0.037 0.038 0.036 0.033 0.029 0.026 0.024 0.023
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図４－３－３（１） 二酸化窒素濃度の推移（９８％値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３－３（２） 二酸化窒素濃度の推移（年平均値） 
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図４－３－３（３）浮遊粒子状物質濃度の推移（２％除外値） 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３－３（４）浮遊粒子状物質濃度の推移（年平均値） 
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第４節 目標量（対策地域内） 

  

 

  

※１ １～４号総量は、窒素酸化物にあっては自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第７条第２項第１～４

号、粒子状物質にあっては同法第９条第２項第１～４号にそれぞれ規定される量を表

す。 

  ※２ 粒子状物質の１号総量、３号総量は、二次生成粒子を含む。 

  ※３ 粒子状物質の２号総量、４号総量は、自動車からの排出ガス分（一次粒子）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

総量の区分 
窒素酸化物 

排出量（t/年） 

粒子状物質 

排出量（t/年） 

平成 21 年度 

（現状） 

① 対策地域において、事業活動等に伴っ 

て発生し大気中に排出される総量 

［１号総量］※1 
８３，４７２ ２０，３１３※２

② ①のうちの自動車排出総量 

［２号総量］※1 ２９，０３１ １，０４２※３

平成 27 年度 

（中間目標） 

③ 対策地域のすべての測定局において、

大気環境基準を達成するための事業活

動等に伴って大気中に排出される総量 
７２，６７８ １７，６７０

④ ③のうちの自動車排出総量 
２１，４８２ ６００

平成 32 年度 

（目標年度） 

⑤ 対策地域において、大気環境基準を確

保するための事業活動等に伴って発生

し大気中に排出される総量 

［３号総量］※1 

６３，５９８ １７，２６０※２

⑥ ⑤のうちの自動車排出総量 

［４号総量］※1 １６，１１７ ３６７※３
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第５章 2020 年に向けた戦略の取組内容 
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第１節 自動車単体対策の強化等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ディーゼル車対策の促進 

 古い規制の使用過程ディーゼル車の規制の実施、強化に加え、従来車の低公害車及び最新規制

適合車への転換を促進し、その普及を図ります。 

 

（１）最新規制適合車の普及 

  軽油及び軽油代替燃料（バイオディーゼル等）を受け入れることができるクリーンディーゼ

ル自動車の普及や、古い規制の使用過程ディーゼル車の最新規制適合車への代替促進を図りま

す。 

  また、行政機関における率先導入やキャンペーンやイベントの開催等により、自動車排出ガ

スの最新規制適合車の普及を図ります。 

＜事業者、行政＞ 

 

（２）低公害建設機械の使用促進 

  建設工事においては、国土交通省が指定する低公害建設機械の使用を促進します。 

＜事業者、行政＞ 
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２ 啓発活動の実施 

 従来車の使用による環境悪化を防止するためには、使用者の環境意識の変革が重要となります。

そこで、旧戦略に引き続き、ディーゼル黒煙のクリーンキャンペーンの実施や、車両点検整備の

励行などを行います。 

 

（１）ディーゼル黒煙街頭検査・クリーンキャンペーンの実施 

  ディーゼル自動車からの黒煙の低減を図るため、ディーゼル黒煙の街頭検査やディーゼル黒

煙クリーンキャンペーン等の啓発活動を継続実施します。 

＜行政＞ 

 

（２）車両点検整備の励行 

  整備不良のディーゼル自動車は、排出ガス性能が維持されないため窒素酸化物や粒子状物質

の排出量が多くなります。そのため、自動車整備業者等関係機関が協力し、自動車使用者に対

して車両点検整備の励行について啓発活動を推進します。 

＜ＮＰＯ、行政＞ 

 

（３）不正混和軽油等の使用防止 

  軽油引取税の脱税取締体制の強化により、粒子状物質の排出の多い重油の不正混和軽油等の

使用防止を促進します。 

＜行政＞ 
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第２節 車種規制の実施及び流入車の排出基準の適合車への転換の促進 

◆ 規制の実施、強化等 

 従来車の使用による環境悪化を防止するため、自動車排出ガス規制の強化や最新規制適合車へ

の転換支援等を実施します。 

 

（１）自動車 NOx・PM 法に基づく施策の実施 

  自動車 NOx・PM 法に基づく車種規制の推進により、窒素酸化物及び粒子状物質排出量のよ

り少ない自動車への転換を促進します。 

  また、一定台数以上の自動車を使用する事業者に対して、エコカーの導入やエコドライブの

実践、最新規制適合車への計画的転換を促進します。 

＜事業者、行政＞ 

 

（２）排出ガス規制の強化等 

  愛知県は通過・流入交通が多いため、大気汚染物質排出量の削減に向けては広域的な取組も

必要になります。そのため、排出ガス規制の強化や大気汚染物質排出量削減に向けた取組につ

いて、国や関係業界、団体等と連携して推進します。 

＜事業者、ＮＰＯ、行政＞ 

 

（３）車種規制非適合車の使用抑制の推進 

  貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱に基づき、自動車 NOx・PM 法

の対策地域外からの流入車も含め、対策地域において運行する車両を対象として、車種規制非

適合車の使用抑制を推進します。 

＜事業者、行政＞ 
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貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱 

（愛知県・名古屋市・岡崎市）
 

【対象地域】 

 自動車 NOx・PM 法に定める、愛知県内 47 市町村（平成 22 年 8 月現在） 
 

【対象自動車】 

 普通貨物自動車、小型貨物自動車、大型バス、マイクロバス、特種自動車 
 

【各事業者の取組】 

○運送を行う事業者は、車種規制非適合車を使用しない 

○荷主等は、運送の委託や物品の購入・借入れ・譲受けに際して、相手先に車種規制

非適合車を使用しないこととエコドライブの実施を要請・確認する 

○中継施設（重要港湾、空港、貨物駅、中央卸売市場）の管理者は、利用者に対して

車種規制非適合車の不使用について周知する 等 
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第３節 低公害車の普及促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 次世代自動車等先進エコカーの導入促進 

 ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自動車等の次世代自動車に加え、その時点の技術

水準に照らして環境性能に特に優れた従来車も含めた「次世代自動車等先進エコカー」の更なる

普及を促進し、県内 200 万台普及（普及率 42％（二輪車を除く））を目指します。 
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愛知県内における次世代自動車等先進エコカー普及台数 

 

 

 

 

愛知県内における次世代自動車等先進エコカー普及率 

 

次世代自動車等先進エコカー 

＋ 

次世代自動車 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車（HV） 

電気自動車（EV） ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車（CDV） 

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車（PHV） 天然ｶﾞｽ自動車（NGV） 

環境性能に特に優れた従来車 

平成17年排出ｶ゙ ｽ基準 

75％低減（☆☆☆☆） 

かつ 

 

平成22年度燃費基準 

＋25％達成車 

又は 

平成27年度燃費基準 

達成車 

（登録車） 

燃料電池自動車（FCV） 

年度 2007 2008 2009 2010 2011 → 2020（目標）

次世代自動車等先進
エコカー普及率（二輪車除く）

1.1% 2.1% 5.2% 9.1% 12.5% → 42%

5  10 

25 

43 

60 

目標200万台
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（年度末）
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（１）次世代自動車等先進エコカー導入に対する助成・優遇措置 

  エコカー補助金など導入時の初期コスト・維持に対する助成制度や自動車税の課税免除措置

などの税制上の優遇措置・経済的負担を軽減する措置を講じます。 

＜行政＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）次世代自動車等先進エコカー導入制度の推進 

  自動車を多く利用している事業者に対し、一定割合以上の次世代自動車等先進エコカーを導

入する制度を推進します。愛知県及び名古屋市では、条例により低公害車の導入を制度化して

いますが、次世代自動車等先進エコカーの普及に向けて対象車種を見直すなど、制度見直しの

検討を行います。 

＜行政＞ 

 

（３）公用車への次世代自動車等先進エコカーの率先導入 

  国、県、市町村などの行政機関は、率先して次世代自動車等先進エコカーの導入を推進する

ため、新たに購入する公用車については次世代自動車等先進エコカーを原則とします。 

＜行政＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車税の課税免除措置（愛知県） 
 愛知県では、電気自動車（EV）及びプラグインハイブリッド自動車（PHV）に対す

る自動車税の課税免除措置を実施しています。 

 対象となる自動車：平成 24 年 1 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間に 

           新車新規登録を受けた EV 及び PHV 

 軽減期間及び軽減額：①平成 24 年 1 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの 

            間に新車新規登録を受けたもの 

            ・平成 24 年度からの 5 年度分を全額免除 

           ②平成 24 年度及び 25 年度に新車新規登録を受けたもの 

            ・新車新規登録を受けた年度の月割分及び翌年度から 

             5 年度分を全額免除 
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（４）従来車の次世代自動車等先進エコカーへの転換促進 

  乗用車や商用車の次世代自動車等先進エコカーへの転換を促進します。特に、商用車のうち

走行距離が限られる路線バスや小型配送車についてはその電動化（EV 化）、大型トラックにつ

いては天然ガス化（NGV 化）を促進します。 

  また、物品納入業者に対して次世代自動車等先進エコカーを利用するよう働きかけるなど、

グリーン配送を促進します。 

＜県民、事業者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型天然ガストラックの普及推進事業（（社）日本ガス協会） 
 
 一般社団法人日本ガス協会では、ＣＯ２削減効果、環境性、経済性のデータ取得、

ユーザーサイドの運用上の問題点の取得を目的とした「大型天然ガストラックの普

及推進事業」を 2011 年 12 月から 2014 年 3 月まで実施することとしています。 
 

国内の天然ガス自動車の普及状況

出典：（社）日本ガス協会 「大型天然ガストラックの普及推進事業の実施について」

愛知県一般公用車導入計画（目標 2020 年度） 
 ①一般公用車における次世代自動車等先進エコカーの構成割合を 2020 年

度までに 40％とする。……Ａ 
 ②一般公用車における次世代自動車の導入割合を 2020 年度までに 60％と

する。……Ｂ 
 

 次世代自動車等 Ａ（構成割合） Ｂ（導入割合） 

次
世
代
自
動
車 

燃料電池自動車 

40％ 

2％ 

電気自動車・ＰＨＶ 24％ 

天然ガス自動車 6％ 

ハイブリッド自動車 28％ 

 環境性能に優れた従来車※  

比率 40％ 60％ 

※平成 17 年排出ｶﾞｽ基準 75％低減（☆☆☆☆）かつ平成 22 年度燃費基準＋25％

達成車又は平成 27 年度燃費基準達成車（登録車） 
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（５）次世代自動車等先進エコカー利用に対する優遇措置 

  次世代自動車等先進エコカーの普及を促進するため、有料駐車場における利用料金割引制度

の導入や専用駐車スペースの設置等、次世代自動車等先進エコカーの利用（利用者）に対する

優遇措置を促進します。 

＜事業者、行政＞ 

 

（６）電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の普及促進 

  電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド自動車（PHV）の本格普及に向け、EV・PHV の率

先導入、充電設備の整備、普及啓発等を一体的に行う社会実験を推進します。 

また、駐車場事業者等によるカーシェアリング実証実験を継続的に実施するとともに、その

結果を分析し、事業化を推進します。さらに、県内タクシー協会に対し、EV・PHV のタクシー

への導入を働きかけます。 

＜事業者、ＮＰＯ、行政＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 燃料供給施設等のインフラ整備促進 

 次世代自動車等先進エコカーの大量普及を図るため、県内各所に燃料供給施設等のインフラ整

備を促進し、県内 1,000 基設置を目指します。 

 

（１）充電インフラ設備の整備促進 

  電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の普及を促進するため、比較的広い駐車スペー

スを有する大規模小売店や郊外のコンビニエンスストア、時間貸駐車場における充電設備の設

置に対する助成を行うなど、充電インフラ整備を促進します。 

EV・PHV タウンモデル事業（愛知県） 
 

 愛知県は、「EV・PHV タウンモデル事業」として、運輸部門における二酸化炭素の

排出削減に向け、環境性能の高い電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド自動車

（PHV）の本格普及を図るための、経済産業省のモデル事業に取り組んでいます。 

 取組内容としては、ＥＶ・ＰＨＶの初期需要の創出（公用車への率先導入など）、充電

インフラの整備（施設への充電設備の整備促進、充電設備の位置情報等の発信など）、 普

及啓発（試乗会・展示会の実施、リーフレット等の作成・配布など）、効果評価（取組結

果を検証し、今後の課題等を提案など）などで、電力会社、自動車メーカー、充電器メ

ーカー、小売業者、自動車販売会社、駐車場事業者、県内自治体など幅広い関係者で構

成する「あいちＥＶ・ＰＨＶ普及ネットワーク」を平成 21 年４月に設立し、目標の達

成に向け、参加者が連携・協働してモデル事業に取り組んでいます。 

（平成 24 年９月現在、86 者が参加） 
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また、県内の主要なマンション事業者に対し、充電設備の整備を働きかけます。 

＜事業者、行政＞ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）天然ガススタンドの整備促進 

  天然ガス自動車の普及を促進するため、天然ガススタンドの設置に対する助成を行うなど、

天然ガススタンドの広域的な整備を促進します。 

＜事業者、行政＞ 

 

（３）水素供給施設の整備促進 

  現在、東海市と常滑市において、水素ステーションが稼働しておりますが、名古屋市緑区と

豊田市においても水素ステーションの整備が進められています。 

燃料電池自動車の普及を図るため、オンサイト水素製造設備、水素貯蔵タンク、水素パイプ 

ライン等のインフラ設備の低コスト化、導入・設置に対する経済的支援の実施等により、水素 

供給施設の整備を促進します。 

また、現行の法体系では、水素供給施設の設置場所等に制限があるため、法的規制緩和に向

けた取組を推進します。 

＜事業者、行政＞ 

 

 

 

 

 

 

EV・PHV 充電施設（豊田市） 
 
 豊田市では、市役所及び各支所、中心市街地に EV・PHV 充電施設を設置しており、

エコカーの普及促進及び充電施設の有効活用を図るため、2010 年 7 月 1 日より一般

開放しています。 

豊田市役所西庁舎駐車場の EV・PHV 充電施設 
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セントレア水素ステーション（中部国際空港） 
 
 中部国際空港では燃料電池バスが走行しており、空港島総合物流ゾーンにはこの燃料

電池バスに水素を供給する水素ステーションが設置されています。この水素ステーショ

ンは、愛知万博瀬戸会場から移設されたものです。 

出典：中部りんくうナビ 「セントレア水素ステーション」

１．自動車メーカーは、技術開発の進展により燃料電池システムの大幅なコストダ

ウンを進めつつあり、ＦＣＶ量産車を２０１５年に４大都市圏を中心とした国

内市場への導入と一般ユーザーへの販売開始を目指し、開発を進めている。導

入以降、エネルギー・環境問題に対応するため、更なる普及拡大を目指す。 

２．水素供給事業者は、ＦＣＶ量産車の初期市場創出のため、２０１５年までにＦ

ＣＶ量産車の販売台数の見通しに応じて１００箇所程度の水素供給インフラ

の先行整備を目指す。 

３．自動車メーカーと水素供給事業者は、運輸部門の大幅な CO2 排出量削減に資

するため、全国的なＦＣＶの導入拡大と水素供給インフラ網の整備に共同で取

組む。これら実現に向け、普及支援策や社会受容性向上策等を含む普及戦略に

ついて官民共同で構築することを、政府に対して要望する。 

燃料電池自動車の国内市場導入と水素供給インフラ整備に関する共同声明 
 

 2011 年１月１３日、トヨタ自動車株式会社、日産自動車株式会社、本田技研工業

株式会社、ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社、出光興産株式会社、岩谷産業株式会社、

大阪ガス株式会社、コスモ石油株式会社、西部ガス株式会社、昭和シェル石油株式会

社、大陽日酸株式会社、東京ガス株式会社、東邦ガス株式会社の１３社は、次世代自

動車の１つである燃料電池自動車（ＦＣＶ）の２０１５年国内市場導入と水素供給イ

ンフラ整備に向けて、以下の声明を共同で発出した。 


